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国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
を

改
定
し
ま
し
た

国
民
健
康
保
険
税（
国
保
税
）は
、
国
民
健
康
保
険（
国
保
）制
度

を
支
え
る
重
要
な
財
源
で
す
。
加
入
者
の
皆
さ
ん
が
病
気
や
け
が

を
し
た
際
の
医
療
費
や
、
各
種
保
険
給
付
に
充
て
ら
れ
ま
す
。

問
町
民
生
活
課

　
国
保
年
金
係

　
☎（
62
）２
１
１
４

Ａ . 交通事故をはじめ、傷害や飲食店での食中毒など
　第三者の行為によってけがや病気をした場合の医療
　費は本来、加害者が負担するものです。しかし、保
　険証を使用することで、一時的に国保が医療費を立
　て替え、治療を受けることができます。その場合、

Ａ .65 歳から 74 歳までの人で、年金の年額が 18 万
　円以上など一定の条件を満たす場合は、世帯主の年
　金から国保税が天引きされます。

Ａ . 退職などにより、これまで加入していた健康保険
　の資格を喪失した場合や、新たに就職先で健康保険
　に加入した場合は、国保の加入・脱退手続きが必要
　となります。自動的には変更されませんので、異動
　があった日から 14 日以内に町民生活課に届け出て
　ください。マイナ保険証を利用している場合でも、
　国保と社会保険の切り替えの手続きは必要です。

国
保
税
率
が

変
わ
り
ま
し
た

　

国
保
税
は
、
加
入
者
の
所
得
や
世

帯
の
状
況
な
ど
に
応
じ
て
算
定
さ
れ

ま
す
。
税
率
は
、
医
療
費
水
準
や
加

入
者
数
、
財
政
状
況
な
ど
を
踏
ま
え

て
各
自
治
体
が
定
め
て
い
る
た
め
、

自
治
体
ご
と
に
異
な
り
ま
す
。

　

本
町
で
は
、
県
へ
納
付
す
る
国
民

健
康
保
険
事
業
費
納
付
金
の
額
な
ど

を
踏
ま
え
、
表
の
と
お
り
国
保
税
率

を
改
定
し
ま
し
た
。

子
ど
も
・
子
育
て
支
援

金
が
加
算
さ
れ
ま
す

　

子
育
て
世
帯
を
社
会
全
体
で
支
え

る
た
め
の
「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援

金
制
度
」
の
開
始
に
伴
い
、
令
和
８

年
度
か
ら
は
、
そ
の
財
源
と
な
る
支

援
金
分
が
新
た
に
国
保
税
に
加
算
さ

れ
ま
す
。

令和８年度国民健康保険税率表
課税方法 医療

保険分
後期高齢者

支援分
介護

保険分
子ども・
子育て分

所得割額
国保加入者の令和７年中の基準総
所得金額に右の割合を乗じた金額

4.51％ 2.71％ 2.07％ 0.3％

均等割額
国保加入者１人ごとに課税される
金額　※未就学児は半額

25,300 円 8,800 円 10,000 円 1,300 円

平等割額 １世帯ごとに課税される金額 16,600 円 6,400 円 5,000 円 800 円

※国保税額は、世帯内の国保加入
　者の所得割額、均等割額、平等
　割額を合計した額です。
　また、加入者の年齢によって介
　護保険分が加算されます。
※子ども・子育て分の均等割額に
　ついて、こども（高校生年代ま
　で）は全額軽減されます。

国
保
税
の
納
税
義
務
者

は
世
帯
主
で
す

　

国
保
は
、
世
帯
単
位
で
加
入
し
ま

す
。
世
帯
主
が
国
保
に
加
入
し
て
い

な
い
場
合
で
も
、
納
税
義
務
者
は
世

帯
主
と
な
り
、
国
保
に
関
連
す
る
通

知
な
ど
も
世
帯
主
宛
て
に
発
送
さ
れ

ま
す
。

所
得
の
申
告
を

忘
れ
ず
に
！

　

国
保
税
の
算
定
や
軽
減
措
置
の
適

用
、
高
額
療
養
費
の
世
帯
負
担
額
の

判
定
は
、
前
年
の
所
得
を
基
に
行
い

ま
す
。

　

世
帯
内
に
一
人
で
も
所
得
の
未
申

告
者
が
い
る
場
合
は
、
上
位
所
得
者

と
み
な
さ
れ
る
た
め
、
軽
減
措
置
や

高
額
療
養
費
の
世
帯
負
担
額
の
判
定

な
ど
、
所
得
に
応
じ
た
制
度
の
適
用

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

国保制度Ｑ＆Ａ
　国保が加害者に対して医療費を請求するため、必ず
　町民生活課に届け出てください。

Ｑ . 国保税を特別徴収される人はどんな人？

Ｑ . 交通事故などで、けがしたときは？

Ｑ . 就職や退職した場合は、どうすればいい？

国
民
健
康
保
険
・
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
の
資
格
確
認
書
更
新
の
ご
案
内

国
民
健
康
保
険

　

新
し
い
資
格
確
認
書
等
を
世
帯
主

宛
て
に
特
定
記
録
郵
便
ま
た
は
普
通

郵
便
に
よ
り
送
付
し
ま
す
。
不
在
の

場
合
で
も
郵
便
受
け
な
ど
に
配
達
さ

れ
ま
す
の
で
、
誤
っ
て
廃
棄
し
た
り
、

家
庭
内
で
取
り
違
え
た
り
す
る
こ
と

の
な
い
よ
う
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

▼
送
付
す
る
書
類

〇
マ
イ
ナ
保
険
証
が
未
登
録
の
人

→
「
資
格
確
認
書
」

〇
マ
イ
ナ
保
険
証
を
登
録
済
み
の
人

→
70
～
74
歳
の
高
齢
受
給
者
の
み

「
資
格
情
報
の
お
知
ら
せ
」

▼
「
高
齢
受
給
者
証
」
の
廃
止

　

８
月
１
日
か
ら
、
高
齢
受
給
者

証（
70
～
74
歳
）の
発
行
を
終
了
し
、

資
格
確
認
書
に
一
体
化
し
ま
す
。
医

療
機
関
を
受
診
す
る
際
は
、
資
格
確

認
書
を
ご
提
示
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
こ
れ
ま
で
マ
イ
ナ
保
険
証

を
利
用
す
る
人
に
も
高
齢
受
給
者
証

を
発
行
し
て
い
ま
し
た
が
、
今
後
は

発
行
し
ま
せ
ん
。
マ
イ
ナ
保
険
証
を

ご
利
用
の
人
は
、
マ
イ
ナ
保
険
証
の

み
で
医
療
機
関
を
受
診
で
き
ま
す
。

▼
資
格
確
認
書
等
の
発
送
日

７
月
21
日（
火
）か
ら
順
次
発
送

▼
限
度
額
認
定
証
の
更
新

　

入
院
や
外
来
で
医
療
費
が
高
額
に

な
る
場
合
は
、「
限
度
額
適
用
認
定

証
」
ま
た
は
「
限
度
額
適
用
・
標
準

負
担
額
減
額
認
定
証
」
を
医
療
機
関

に
提
示
す
る
こ
と
で
、
窓
口
で
の
支

払
い
が
自
己
負
担
限
度
額
ま
で
と
な

り
ま
す
。

　

認
定
証
が
必
要
な
場
合
は
、
町
民

生
活
課
窓
口
で
申
請
し
、
交
付
を
受

け
て
く
だ
さ
い
。
前
年
の
所
得
に
応

じ
て
負
担
区
分
を
再
判
定
し
ま
す
。

※
マ
イ
ナ
保
険
証
で
医
療
機
関
を
受

診
す
る
人
は
、
申
請
不
要
で
す
。

後
期
高
齢
者
医
療
保
険

　

令
和
６
年
12
月
以
降
、
全
て
の
健

康
保
険
に
お
い
て
、
健
康
保
険
証
の

新
規
発
行
が
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。
一

方
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
、

国
の
暫
定
的
な
取
り
扱
い
に
よ
り
、

こ
れ
ま
で
全
て
の
後
期
高
齢
者
に
紙

の
「
資
格
確
認
書
」
が
発
行
さ
れ
て

い
ま
し
た
。

　

令
和
８
年
８
月
か
ら
の
更
新
に
つ

い
て
は
、
次
の
と
お
り
取
り
扱
い
が

変
更
と
な
り
ま
す
の
で
、
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

▼
「
資
格
確
認
書
」
が
届
く
人

〇
85
歳
以
上
の
被
保
険
者

〇
84
歳
以
下
の
被
保
険
者
で
、
マ
イ

ナ
保
険
証
が
未
登
録
の
人

▼
「
資
格
情
報
の
お
知
ら
せ
」
が
届

く
人

〇
84
歳
以
下
の
被
保
険
者
で
、
マ
イ

ナ
保
険
証
を
登
録
済
み
の
人

→
今
ま
で
ど
お
り
、
マ
イ
ナ
保
険
証

で
受
診
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
資
格
確
認
書
等
の
発
送
日

７
月
17
日（
金
）か
ら
順
次
発
送

※
７
月
31
日
ま
で
は
、
現
在
お
使
い

の
資
格
確
認
書
等
を
使
用
し
て
く
だ

さ
い
。

▼
「
限
度
額
区
分
」
の
併
記

　

限
度
額
区
分
を
資
格
確
認
書
に
併

記
す
る
こ
と
で
、
医
療
機
関
で
の
支

払
い
が
自
己
負
担
限
度
額
ま
で
と
な

り
ま
す
。

　

申
請
の
際
は
、
対
象
者
本
人
の
資

格
確
認
書
と
、
申
請
に
来
庁
す
る
人

の
本
人
確
認
書
類（
運
転
免
許
証
や

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
な
ど
）を
町

民
生
活
課
に
ご
持
参
く
だ
さ
い
。

▼
併
記
対
象
者　

　

世
帯
区
分
が「
現
役
並
み
所
得
Ⅰ
・

Ⅱ
」
ま
た
は
「
住
民
税
非
課
税
世
帯

Ⅰ
・
Ⅱ
」
に
該
当
す
る
人

※
区
分
の
確
認
は
、
町
民
生
活
課
に

お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

※
マ
イ
ナ
保
険
証
で
医
療
機
関
を
受

診
す
る
人
は
、
申
請
不
要
で
す
。

国
民
健
康
保
険
・
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
の
有
効
期
限
切
れ
と
な
っ
た
資

格
確
認
書
な
ど
は
、
細
か
く
裁
断
し

て
破
棄
す
る
か
、
町
民
生
活
課
に
返

却
し
て
く
だ
さ
い
。
破
棄
ま
た
は
返

却
は
８
月
１
日
以
降
に
行
い
、
新
旧
、

お
間
違
え
の
な
い
よ
う
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

問
町
民
生
活
課

　
国
保
年
金
係

　
☎（
62
）２
１
１
４


